














































































































氏  名 持株数 比率 役員名 役　職
蔵 人 頭 200 1 加 藤 正 義 取締役会長
日本郵船会社 6,000 20 白 岩 龍 平 専務取締役
大阪商船会社 2,000 7 土佐孝太郎 専務取締役
岩 崎 久 弥 1,000 3 有地品之允 取 締 役
安 田 善 次 郎 1,000 3 中林徳五郎 取 締 役
三 井 高 保 600 2 大谷嘉兵衛 監 査 役
大 倉 喜 八 郎 550 2 田邉為三郎 監 査 役
住友吉左衛門 500 2 大倉喜八郎 相 談 役
安田善次郎 相 談 役
益 田　 孝 相 談 役
近 藤 廉 平 相 談 役
総 株 数 30,000 100 渋 沢 栄 一 相 談 役


































































企 業 名 投資年 業種・事業など 発行株数 所有株数 持株比率 簿 価 対総計比 備　　考
正 隆 銀 行 1911 年 銀行 400,000 90,000 22.5 1,791 3.0
台 湾 製 麻 1912 年 麻布・麻袋製造 40,000 19,712 49.3 493 0.8
南 満 鉄 道 1911 年 鉄道その他 4,400,000 9,500 0.2 280 0.5 政府を除くと安田銀行が筆頭株主
奉 天 製 麻 1919 年 麻糸・麻布製造 30,000 2,300 7.7 58 0.1
中華匯業銀行 1918 年 中国投資 100,000 1,000 1.0 50 0.1
満 州 製 麻 1917 年 麻袋製造 20,000 3,000 15.0 30 0.1 筆頭株主
満 州 興 業 1917 年 不動産業 100,000 15,400 15.4 308 0.5 東京建物が大株主
東 亜 興 業 1909 年 中国投資 400,000 6,000 1.5 144 0.2 興銀、三井、三菱が大株主
興 亜 起 業 1919 年 不動産・肥料製造・倉庫 200,000 129,917 65.0 2,598 4.4
原資料では興亜興業となって
いる。
山 東 起 業 1918 年 不動産業 100,000 5,000 5.0 63 0.1 興亜起業が大株主
中 日 実 業 1913 年 中国投資 50,000 500 1.0 43 0.1 日本側主要財閥が投資
小　　　計 ― ― ― ― ― 5,856 9.8
総　　　計 ― ― ― ― ― 59,539 100














　金融業では、安田傘下の百三十銀行が朝鮮に京城、仁川、 山の 3支店（他に 2出張所）、
さらに中国の安東に出張所を展開していた（25）。もともとこの朝鮮三支店は同行と 1909 年に











































































安田関係者 東京 ― ― ― ― ― 3,000
深 水 十 八 営口 10 275 55 1,100 55 ― 同行取締役兼支配人、元正金銀行員
飯塚松太郎 営口 ― 50 10 300 15 300 土木建築請負
加 藤 定 吉 営口 ― 50 10 ― ― ― 土木建築請負、雑貨商
三谷末四郎 奉天 10 25 5 ― ― ― 土木建築請負
大 竹 寛 一 日本 60 150 30 ― ― ― 新潟県選出衆議院議員
岡 部 次 郎 営口 ― ― ― 220 11 200 営口居留民団長、衆議院議員
向 野 堅 一 奉天 20 50 10 200 10 180 土木建築請負
吉沢浅太郎 営口 ― ― ― 200 10 ―
渡 辺 亨 営口 ― ― ― 100 5 ― 営口水道電気専務取締役
平 岡 佳 吉 営口 ― ― ― 100 5 ― 倉庫業、建築材料販売
平 田 初 熊 営口 ― ― ― 100 5 ― 三井物産支店長
杉 原 泰 雄 営口 ― ― ― 100 5 ― 横浜正金銀行支店長
天春又三郎 営口 ― ― ― ― 0 440 営口水道電気支配人
小 寺 壮 吉 営口 ― 50 10 ― 0 200 小寺洋行主
岩 谷 謙 造 大連 ― ― ― ― 0 100
松村久兵衛 大連 ― ― ― ― 0 100 大連支店長
日本側小計 ― 100 650 130 2,420 121 ―
大清銀行王魁元 営口 ― ― ― 220 11 220
趙国鋌 奉天 10 50 10 200 10 200
※ 仁裕号 営口 10 40 8 160 8 160 汽船取扱業・銀炉
李序園 営口 ― ― ― 100 5 100 西義順財東
源公記 営口 ― ― ― ― 0 80
潘玉田 営口 ― ― ― 60 3 60 油房・東永茂財東
※ 厚発合 営口 ― 15 3 60 3 ― 銀炉・油房・綿糸布雑貨商
※ 同興宏 営口 ― 15 3 60 3 ― 油房
※ 興順魁 営口 ― 15 3 60 3 ― 油房・綿糸布雑貨商
※ 裕盛長 営口 ― 15 3 60 3 ― 銀炉　
※ 元茂盛 営口 ― 15 3 60 3 ― 油房
※ 裕発祥 営口 ― 15 3 60 3 ― 油房
※ 栄同慶 営口 ― 15 3 60 3 ― 油房・綿糸布雑貨商
※ 長隆泰 営口 ― 15 3 60 3 ― 油房・銀炉
※ 東盛和 営口 20 40 8 ― ― ― 汽船取扱業・貿易業・銀炉
※ 東永茂 営口 ― 15 3 ― ― ― 油房
※ 西議順 営口 ― 15 3 ― ― ― 油房・大屋子・銀炉
仁裕、東盛和、
趙国鋌引受 ― 20 ― ― ― ― ―
銀炉 営口 ― 180 36 ― ― ―
雑貨舗 営口 ― 80 16 ― ― ―
清国側小計 営口 60 585 117 2,380 119 ―
合　　　計 160 1,235 247 4,800 240 ―
出典：各期「株主名簿」による。ただし、職業は満鉄調査課『南満州経済調査資料』第 6、営口、1910 年、「営口過炉銀制度」『大
阪銀行通信録』第 99 号、1905 年 12 月、高嶋雅明「正隆銀行の分析」和歌山大学経済学会『経済理論』198 号、1984 年 3 月、









































































減資については欠損額 20,635 円を減資し、資本金を 22万円とする、その処理方法は政府所




























































1919 年に 600万円、そして 1920 年には一気に 1400 万円増資して 2千万円に達した。7年間




















株主名 住所 持株数 同比率
保 善 社 東京 73,100 18
第 三 銀 行 東京 22,100 6
共 済 生 命 東京 18,000 5
井上伊次郎 大阪 11,589 3
石本鏆太郎 大連 10,680 3
松村久兵衛 大連 10,362 3
東 京 火 災 東京 6,000 2
小西義次郎 大連 5,000 1
信 濃 銀 行 長野 5,000 1
東 太 郎 大連 4,800 1
市 田 三 郎 営口 4,610 1
安田系合計 ― 175,290 44



















































































　その合併条件は、龍口銀行の資本金を三分の一（資本金 513 万円、うち払込金 203 万円）









700～ 800万円と修正し、安田への合併を仲介した井上準之助の整理案では 1,200 万円程度と




歩 3銭 1毛強）で運用することを前提としていた（79）。1925 年大連における正隆銀行の貸出金
利は不動産担保では日歩 3銭 4厘（最高）、3銭 3厘（普通）、2銭 9厘（最低）、有価証券担
保ではそれぞれ 3銭 3厘、3銭 2厘、2銭 8厘、商品担保では 3銭 2厘、2銭 8厘、2銭 6厘、




種　別 金 額 依拠資料 備　　　考
減資 500 ①②③④ 払込資本金 600 万円を 6分の１の 100 万円に減資








満　鉄 250 ③④⑤ 10 カ年据え置き５カ年無利息、その後５カ年 3.5％
同（新規預金） 500 ③④ 期間 10 ヵ年、利率年 4％
大連信託（豆信） 240 ④⑤ 10 カ年据え置き５カ年 2.5％、残り５カ年 3.5％　　③では 250 万円
銭鈔信託 80 ③④⑤ 10 カ年据え置き５カ年 2.5％、残り５カ年 3.6％　　
株式商品取引所 50 ③④⑤ 10 カ年据え置き５カ年 2.5％、残り５カ年 3.7％　　
救済資金 日本銀行 500 ②③④ 期間 5ヵ年、日銀最低利率適用（日歩 2銭、年 0.73％）、
出典：①『東京朝日新聞』1925 年 4月 2日、②『同』6月20日、③『同』7月3日、④『満州日日新聞』1925 年 11月 20日、






































































1922年上半期の正隆銀行在満各支店の株式担保貸出 15,154 千円に対し、帳簿価格は19,015 千
















































事　項 現在高 償却分 総　額
行員自身に対する滞り
貸金及び拐帯金 409 726 1,136
外部に対する滞り貸金 10,195 2,271 12,466
合計 10,605 2,998 13,602
出典：安田保善社「行員背任行為ニ依ル滞貸金及拐






















万円（払込金 872 万円）で 1923 年 8月に設立された。もともと経営が悪化した末の合併で
あったから、筆頭株主である朝鮮銀行からの借入金頼みの経営を続けざるを得ず、1925年に





けることはできなかった（113）。1929年には総貸出金 4,200 万円に対して固定貸しは 2,300 万円、




























































































































たとされている（128）。9,380 万円の貸出のうち、5,470 万円が不良債権で、そのうち 4,000 万円
表７　正隆銀行の欠損金処理案
単位：万円





































年　度 資　本　金 貸　出 有価証券 預　金 借入金 滞貸金償　却
当　期
純益金 配当率公称 払込
1920 年 20,000 9,500 35,486 1,506 25,273 2,224 ― 831 12
1921 年 20,000 9,500 38,328 1,472 28,197 1,998 ― 645 12
1922 年 20,000 9,500 40,130 1,389 27,661 4,132 ― 539 10
1923 年 20,000 9,500 46,580 1,295 25,743 11,080 ― 434 8
1924 年 20,000 9,500 52,810 1,342 29,042 17,053 ― 301 6
1925 年 25,133 11,532 76,034 1,432 45,851 30,472 ― － 5,625 0
1926 年 12,000 5,624 74,717 1,495 53,646 23,081 ― 28 0
1927 年 12,000 5,624 71,586 7,056 57,236 20,092 ― 11 0
1928 年 12,000 5,624 73,743 6,583 64,269 16,554 ― 52 0
1929 年 12,000 5,624 71,586 12,830 60,118 22,924 202 19 0
1930 年 12,000 5,624 67,429 11,456 50,391 26,578 28 97 3
1931 年 12,000 5,624 67,225 11,344 52,958 27,257 11 92 3
1932 年 12,000 5,624 72,682 11,561 69,219 20,575 200 135 3
1933 年 12,000 5,624 75,695 13,574 70,946 19,879 257 173 4
1934 年 12,000 5,624 95,236 14,252 86,401 26,177 307 171 4
1935 年 12,000 5,624 89,533 18,221 89,533 15,558 301 160 4














































安 田 東京 17,500 152,699 148,159
第 三 東京 15,000 128,671 117,550
百 三 十 大阪 12,500 108,702 94,350
正 隆 大連 9,500 28,197 38,328
明治商業 東京 8,690 57,519 49,259
肥 後 熊本 6,250 28,009 30,414
日本商業 兵庫 5,000 37,644 34,128
信 濃 長野 5,000 14,744 22,101
高 知 高知 3,000 20,946 19,845
二 十 二 岡山 2,850 30,597 26,799
根 室 北海道 2,375 6,948 11,512
十 七 福岡 2,187 14,657 11,071
京 都 京都 2,000 20,055 16,585
大垣共立 岐阜 1,650 10,056 10,390
安田貯蓄 東京 1,198 33,596 4,499
第三十六 東京 1,000 7,718 7,782
関西貯蓄 徳島 1,000 8,762 6,561
栃木伊藤 栃木 625 3,479 4,823
第九十八 千葉 508 7,303 5,981
神 奈 川 神奈川 200 5,821 3,309




























配当金保善社 関係行社 関係個人 合計 比率 比率 比率
1 安 田 銀 行 3,000 29.4 11 10.1 50.5 25,945 37 44,565 31 10 2,228 37.5 
2 日本昼夜銀行 200 100 0 0 100 6,250 9 6,250 4 5 156 2.6 
3 安 田 商 事 400 100 0 0 100 5,844 8 5,844 4 12 351 5.9 
4 東 京 電 燈 8,143 1.2 2.1 0 3.3 4,913 7 13,511 9 8 540 9.1 
5 興 亜 起 業 200 87.4 11.9 0 99.3 4,377 6 4,973 3 3 75 1.3 
6 熊 本 電 気 522 14.7 7.4 0.2 22.3 3,349 5 5,080 3 12 305 5.1 
7 東 京湾埋立 250 21.3 0.2 0.6 22.1 2,669 4 2,769 2 12 166 2.8 
8 安 田 信 託 60 30.5 4.1 0 34.6 2,275 3 2,581 2 7 90 1.5 
9 安田貯蓄銀行 101 100 0 0 100 2,073 3 2,073 1 6 62 1.0 
10 正 隆 銀 行 240 34.6 14 0 48.6 1,962 3 2,756 2 0 0 0.0 
11 小 湊 鉄 道 60 73.7 0 0 73.7 1,907 3 1,907 1 0 0 0.0 
12 日 本 紙 業 300 22.8 22.1 22.2 67.1 1,571 2 4,623 3 0 0 0.0 
13 第 三 銀 行 200 44.8 0 0 44.8 1,138 2 1,138 1 5 28 0.5 
14 十 七 銀 行 204 27.5 0 0 27.5 1,138 2 1,138 1 7 40 0.7 
15 帝 国 製 麻 343 10.8 7.3 0 18.1 1,078 2 1,806 1 8 72 1.2 
16 中 国 鉄 道 86 20.9 0.1 0 21.0 897 1 902 1 12 54 0.9 
17 四 国 銀 行 240 22.9 0 0 22.9 886 1 886 1 9 54 0.9 
18 東京火災保険 200 29.6 8.6 0 38.2 739 1 954 1 18 86 1.4 
19 南 満州鉄道 4,400 0.3 5.5 0 5.8 728 1 14,069 10 10 703 11.8 
20 群 馬 水 電 220 25 6.8 0 31.8 688 1 875 1 5 22 0.4 
投 資 合 計 70,426 100 146,039 100 － 5,946 100 
















































債　務　者 金　額 内　訳 利　率 担　保 担保時価
東 洋 汽 船 29,189 0、5% 有価証券、船舶 10,618
浅 野 同 族 26,202 20、21、22 有証、船舶、工財、不動産、保証 13,744
正 隆 銀 行 23,200
1,700 2% 有価証券 1,711
8,300 2% 信用 ―
7,200 18 信用 ―
5,000 16 信用 ―
1,000 4% 信用 ―
第 三 銀 行 22,683 11、13、14 信用 ―
安田保善社 22,609 19、20、6％ 有価証券、信用 18,046
浅 野造船所 17,453 17、205、21、22 有証、船舶、工財、不動産、保証 8,232
日 本 紙 業 16,391 155、0 工場財団、信用 10,985
大 阪 市 9,178 4.5％、4.6％、4.8％、5.5％ 信用 ―
安 田 商 事 7,380 123、128、155、165 7,033
東 京湾埋立 4,789 14、17、18 土地、信用 8,589
東 京 建 物 4,691 0、155、16、7％ 土地、信用 3,746
浅野セメント 4,145 14、16、17 信用 ―
四 国 銀 行 4,524 9.5、4.5％、22、24 4,100
日 本 鋼 管 4,141 15、21、20、17 工財、信用、商品 6,287
十 七 銀 行 4,186 925、156、128、128 有価証券、信用 608
山 十 製 糸 4,094 22、25 工場財団、保証 2,900
川 崎造船所 4,065 22 船舶、信用 13,572
帝 国 製 麻 4,011 13、16、18 信用 ―
出典：安田銀行審査課『五拾萬円以上大口債権調』1930 年 9 月。
備考：利率欄の％付さない数値は日歩を示す。21 は日歩 2歩 1厘、128 は 1 歩 2 厘 8 毛の意である。
四国銀行の 9.5 は預け金に対する利子率とされており、9.5％の意味だと思われる。十七銀行の 925 は日歩として異常
に高いが、そのまま記した。
42 迎　　由理男

























































程されたほか、貸出については無担保貸出金 5,000 円以上、不動産担保及び規程外担保貸出 1
表13  安田保善社稟議規程事項
関係銀行会社稟議規程（1922 年） 　　　　　　　　　　銀行関係特別稟議事項（1929 年）
1 定款及び重要規程 無担保貸出、有価証券の無担保貸付、債務の無担保保証 １万円以上
2 株主総会提案事項 規程外担保による貸出、有価証券の貸付、支払承諾 ○
3 支店、出張所、派出所の設廃移転 不動産及び規程外担保貸出金 ２万円以上
4 役員の進退その報酬賞与 手形割引 ３万円以上
5 課長、支店長以上の任免、黜陟及諸給与 商業手形 同上
6 予算、決算及び損益処分案 荷為替手形 同上
7 所有物及権利償却及価格の補正 主な債権の整理 ○
8 所有物又は権利の得喪（什器を除く） 公債社債株式の応募、引受、売買 ５万円以上
9 主な債権の実行及整理 関係銀行会社株式の売買 ５万円以上





































（1） 三和良一氏によれば、財閥解体時における財閥の在外会社への投資額は、三井 2億 4千万円、三菱 1億
6千万円、住友 1億 5千万円に対し、安田はわずか 480 万円に過ぎなかった。10 財閥（上記の他、鮎川、
浅野、古河、大倉、中島、野村）の中でみても、安田は中島に次いで在外会社への投資額が少なかった。
対外投資比率でみても、大倉の 21.2％を筆頭に浅野 15.1％、住友 14.7％、三井 11.9％、三菱 10.9％であっ
たのに対し、安田はわずか 2.8％に過ぎなかった（以上、大蔵省財政史室編（三和良一稿）『昭和財政史　
終戦から講和まで　独占禁止』第 2巻、東洋経済、1982 年、18、31 頁）。財閥解体時で見る限り、安田は
対外投資に消極的な財閥であったということになる。






















第 198 号、1984 年 3 月、浅井良夫「金融財閥としての確立」（由井常彦『安田財閥』日本経済新聞社、
1986 年、305 ～ 307 頁）。
（5）  「安田保善社とその関係事業史」編集委員会『安田保善社とその関係事業史』1974 年、328 ～ 351 頁、
前掲『安田財閥』305 ～ 307 頁。
（6） 前者の出資の内訳は岩崎と三井が 5万円、渋沢、大倉、安田がそれぞれ 2万 5千円、前島密他 7名（代
表者前島名義）で 2万 5千円、であった（渋沢青淵記念財団竜門社編『渋沢栄一伝記資料』第 16 巻、1957 年、
528 頁）。京 鉄道も善次郎は 500 株を出資し、  民間では岩崎、三井、渋沢、住友等に次ぐ大株主であった（村
上勝彦「植民地」大石嘉一郎編著『日本産業革命の研究 下』東京大学出版会、1975 年、301 頁）。






道が敷設され、湘潭から漢口（漢陽）までは船で運ばれた（西沢公雄「萍郷炭山報告書」1910 年 2 月『外
務省記録』、アジア歴史資料センター、レファランスコードB04011118200―以後同センター資料の引用に
ついてはレファランスコードのみを記すこととする）。
（9）  外務大臣小村寿太郎「清国湖南省長沙府ニ漢口領事館ノ分館設置ニ就キ請議ノ件」1904 年 7 月（『公文
類聚』第 28 編、A01200940600）。
（10） 1902 年 3 月、政府は同社の利益が一ヵ年 6％に達しない場合、設立から五カ年間その不足分を政府が保
証することを決定した。その理由は「湖南汽船株式会社カ経営セントスル湖南航路ハ清国ニ於ケル我邦交
通貿易拡張上有望ノ航路ニシテ其事業ヲ助成スルハ洵ニ緊要ノ事項ニ属スル」（追第 6号「予算外国庫ノ




市場」北九州市立大学『商経論集』第 46 巻第 3・4合併号、2011 年 3 月、94 ～ 95 頁）。
（12） なお、湖南汽船は 1907 年に長江航路を有する他の汽船会社（日本郵船、大阪商船、大東汽船）ととも
に日清汽船（資本金 1200 万円）を設立し、同年解散した（『銀行通信録』第 43 巻第 256 号、1907 年 2 月、
『同誌』第 260 号、1907 年 6 月による）。
（13） 前掲『安田保善社とその関係事業史』331～ 332 頁。なお、第二案は以下の点が第一案と異なっている。（1）
湖北側は土地諸機械などを現物出資し、安田側は 100 万円出資すること、（2）営業資金の不足金は 100 万
円まで借り入れをおこなうこと、（3）出資金に対する利子保証条項は盛り込まれていないこと、である（同
上、332 頁）。
（14） 安田善次郎「湖広銀行設立趣意書」『湖広銀行設立計画一件』1902 年 7 月、B10074235500。なお、湖広
銀行条例、湖広銀行定款では資本金、役員、株主、営業、兌換券発行などに関する規定が定められてい
46 迎　　由理男
る。それによれば、兌換券発行限度は払込資本金の 2倍までを原則としている。役員については 100 株以
上の大株主から理事 3名を、50 株以上の大株主から監事 2名を選出し、理事の互選で常務理事を選ぶこと、
利益金処分については 20％を内部留保することなどが規定されている。
（15） 漢口領事山崎桂「湖北銀行設立ノ儀ト銀元局鋳造貨幣取調ノ件」機密第 21 号、1902 年 7 月 14 日、
B10074235200、「湖広銀行設立ノ企画ニ関シ張之洞ヨリ最後ノ挨拶」機密第 30 号、1902 年 11 月 21 日、
B10074235500。
（16） 彼は 6 月 26 日に出発し、7月 1日 山、仁川を経て 7月 7日天津に到着、さらに北京経由で 7月 15 日
営口に入った後、奉天などを回って 7月 22 日大連に到着している。彼は大連滞在中、同市経営について
の見込み書を関東州民政署長に提出している（前掲『安田善次郎全伝』第 6巻、1128 頁）。
（17） この頃、彼は満州経営問題で元老の井上馨や清浦奎吾農商務大臣と会談している。すなわち、1905 年 9
月 12 日に大蔵大臣に意見書を提出した翌日、井上馨を訪問し 3時間にわたって満州経営について協議し、
さらに 11 月 8 日にはこの問題で清浦農商務大臣を訪問している（前掲『安田善次郎全伝』第 6巻、1117 頁）。





（19） 前掲『昭和財政史　終戦から講和まで　独占禁止』第 2巻、31 頁参照。
（20） 前掲『安田善次郎全伝』1116 ～ 1117 頁。
（21） 前掲『安田保善社史稿本』2541 の 9 ～ 14 頁による。
（22） 前掲『安田保善社とその関係事業史』347 頁。
（23） 安田保善社『安田保善社関係銀行会社要覧』1928 年、74 頁。
（24） 東京興信所『銀行会社要録』第 22、23 版、1917 年、1919 年による。
（25） 「百三十銀行の支店増設」『大阪銀行通信録』第 139 号、明治 42 年 4 月、82 頁。
（26） 1906 年 4 月、大阪の楊井銀行（資本金 25 万円）と合併後、同行の本支店を引き継ぎ、国内支店も展開
した（「五十八銀行楊井銀行の合併」『大阪銀行通信録』第 104 号、1906 年 5 月、416 頁。
（27） 1908 年の株式所有を見ると、安田（高橋長秋、安田善三郎、小川為次郎、秋山忠直名義）は 13,200 株（総
株数の 22％）を所有する、群を抜く筆頭株主であった（大阪興信所『会社銀行資産負債録』1909 年、86 頁）。
（28） 「第五十八銀行と安田家」『大阪銀行通信録』第 99 号、1905 年 12 月、72 ～ 73 頁。『日本全国諸会社役員録』
によると、1906 年には高橋が頭取に就いたほか、小川為次郎（第三銀行大阪支店長）、日置藤夫（西成紡
績所支配人）が取締役に就いている。
（29） 「百三十銀行の第五十八銀行合併事情」『大阪銀行通信録』第 137 号、1909 年 2 月、151 頁。
（30） 大蔵省理財局『第十七回銀行総覧』1912 年、による。なお、十八銀行は 12 支店のうち 8支店、2出張
所が朝鮮に立地し、さらにウラジオストックに 1支店を構えていた。
（31） 正隆銀行『正隆起源及経過』1907 年 1 月、2～ 3頁（B10074243700）、高嶋雅明「前掲稿」。





（「日支銀行困難」『朝日新聞』1915 年 8 月 17 日）と述べ、設立を主導したのは軍政官であったと認識し
ている。
（34） 窪田文三「正隆銀行善後処分ニ関スル件」1908 年 2 月（B10074243800）。なお原資料では、同書類は明




（36） 営口の居留民は 1906 年 4 月末には、6,772 名を数えたが、1909 年には 2,112 名に減少していた（『満州
日日新聞』1906 年 6 月 5 日、および奉天総領事館「在奉天帝国総領事館管轄区域内事情」B03050395800）
による。










満州財界」安田同人会『会誌』第 93 号、1933 年 1 月、26 頁）。
（41） この批判に対し、領事館の調停に従って、同行は業務担当者深水の降格、清国側に信任乏しい重役の更
迭を実施し、会長を中国側から出すなど、経営体制を刷新した（窪田文三「正隆銀行営業報告書送付及同
銀行ニ関シ報告ノ件」1908 年 10 月、B10074243800）。
（42） 秘第 94 号「外務次官石井菊次郎宛大蔵次官若槻礼次郎の回答」1909 年 4 月、B10074244000。
（43） 株式会社正隆銀行取締役兼支配人深水十八代理大連支店支配人松村久兵衛「大島閣下宛嘆願書」1910
年 3 月 4 日、B10074244000。
（44） 同上。
（45） 牛荘領事太田喜平「株式会社正隆銀行ノ補助出願ニ対スル関東都督府ノ許可報告ノ件」1910 年 7 月 4 日、
B10074244000。
（46） 波形昭一『前掲書』177、181 頁を参照。
（47） 高橋是清「特別追遠会講演」『安田同人会』第 25 号、1926 年 10 月、9頁。
（48） 岡部次郎「倉知政務局長宛書簡」年度不詳、B10074244000。同書簡は 1910（明治 43）年 11 月 17 日付
の拓務局江木第二部長宛の書類に収められており、書簡の日付が 12 月 30 日、また外務省担当部局の受け















す」（前掲「特別追遠会講演」『安田同人会』第 25 号、11 頁）。
（51） 本資料は、桂大蔵大臣宛て「正隆銀行営業報告書ニ関スル件」1911 年 2 月、B10074244000、に収めら
れている。
（52） この減資は深水十八外 5名の持株を無償提供することによって実施された。彼以外の 5名は、株主名簿
から判断して吉沢浅太郎、渡辺亨、平岡佳吉、平田初熊、杉原泰雄だと思われる。彼らの出資金は政府出
資金と居留民会（居留民団）の資金であり、政府資金と居留民会の資金で減損処理を行ったわけである（正
隆銀行「臨時股東総会議案」1911 年 5 月 30 日）。












（59） 大戦期の対満州投資の激増と満州ブームの投機的性格については、金子文夫『前掲書』191 ～ 216 に詳
しい。満州ブームにおける金融機関の役割ついては『同書』196 頁、柳沢遊『前掲書』126 ～ 128 頁を参照。
なお、大連における投機の様相を具体的に論じた論文として武田晴人「古河商事と『大連事件』」東京大学『社
會科學研究』第 32 巻第 2号、1980 年 8 月、を参照。
（60） このうち鄭家屯、四平街、南満、長春商業、営口、商工、平和、大連庶民、協成の 9行が預貸率 500％






される（大蔵省（推定）「満州金融機関ノ欠陥」『昭和財政史資料』第 3号第 71 冊、1932 年 9 月、による）。
（62） 芝罘、龍口、天津支店の設置と増資に対し、1916 年から 3カ年計 6万円、また鄭家屯、錦州支店の設




（64） 安田保善社伝記編纂所『関係銀行大口貸出報告』1924 年、37 頁。
（65） 金子文夫『前掲書』454 頁。
（66） 前掲「正隆銀行時代の思い出」7～ 8頁。
（67） 山本豊吉「当行ノ現在及将来」1927 年 7 月（安田保善社史編纂室『正隆銀行の三行合併事情』）。
（68） 同行は教育貯金銀行（本店東京）の支店として 1916 年に設立され、1922 年に大連に本店を移すと同時
に教育銀行と名称を改めた（東京銀行協会銀行図書館『本邦銀行変遷史』1998 年による）。本稿では便宜上、
改称前の時期にも教育銀行という名称を使っている。
（69） 1919 年で、大連教育銀行の預金は 439 万 3 千円、貸出高は 379 万 5 千円（大連商業会議所『大連商業
会議所年報』1920 年 12 月、による）。
（70） 柳沢遊『前掲書』130 頁。
（71） 『同書』157 頁。
（72） 以上は、篠崎嘉郎『満州と相生由太郎』福昌公司互敬会、1932 年、613 頁、による。
（73） 『同書』638 頁。なお、出資者は 46 名中５名のみが日本人で他は山東省の中国人であったが、出資額で
はほぼ拮抗し、2,000 株中日本株主が 960 株を所有していた。筆頭株主の田中末雄が 784 株を所有してい
たからである。総弁には李子明（第二位株主 154 株所有）が就任し、董事 4人はすべて中国人であった。
監事に田中が就任していた（以上は『第 2期営業報告書』1914 年 12 月、による）。
（74） 合併過程については、篠崎嘉郎『満州金融及財界の現状』下巻、大阪屋号書店、1928 年、8～ 9頁、に詳しい。
（75） 満州銀行は 1919 年に相生由太郎、石本鏆太郎、野津孝次郎ら大連の有力財界人によって資本金 500 万
円で設立された（前掲『満州と相生由太郎』640 頁）。
（76） 『大阪毎日新聞』 1925 年 6 月 12 日。
（77） 『中外商業新報』1924 年 8 月 2 日、同 9月 29 日、『大阪毎日新聞』 1924 年 12 月 27 日、『東京朝日新聞』
1925 年 4 月 2 日、『大阪毎日新聞』1925 年 6 月 12 日、『大阪時事新報』1925 年 6 月 18 日、『東京朝日新聞』
1925 年 4 月 2 日。
（78） 前掲『安田保善社とその関係事業史』636 頁。
（79） 『同書』。なお、『同書』では、借入金 1,800 万円としているが、この数値は表 5によれば、2,380 万円となる。
（80） 商業会議所連合会『満州金融改善調査資料』1926 年 10 月、42 頁による。
（81） 前掲「当行ノ現在及将来」1927 年 7 月。
（82） 同上。










（87） 『同書』635 ～ 636 頁による。
（88） 『大阪朝日新聞』1925 年 6 月 11 日。
（89） この点について、浜口蔵相は「同行（龍口銀行―引用者）の救済は満州財界の救済、満州在留邦人の産
業資金融通上その他各方面から見て緊急欠くべからざること」である、と述べている（『大阪毎日新聞』
1925 年 6 月 11 日）。
（90） この点については、波形昭一『前掲書』474 ～ 486 頁、参照。




（92） 『東京朝日新聞』1925 年 4 月 2 日。
（93） 安田は日銀の融資条件について、最低利率よりさらに２厘低い年利 0.71％を要求した（『東京朝日新聞』
1925 年 4 月 2 日）。
（94） 「大平満鉄副総裁ノ談話」1929 年 10 月 4 日（前掲『正隆銀行の三行合併事情』）。
（95） 「大連正隆銀行について」『山本・遠藤・森談話録』1963 年、5～ 6頁。






















（111） 朝鮮銀行貸出金の内 1千万円を 10 カ年無利息、残り 1,017 万 6 千円を 20 年の長期固定貸しとし、利率
は最初の 2年 4分、次の 2年 5分、次の 3年 6分、残りを 7分とした。朝鮮銀行「満州銀行整理案並ニ其
後ノ経過」1928 年 3 月（『昭和財政史資料』第 1号 99 冊）。
（112） 減資による償却 493 万円、新義州支店閉鎖による回収 65 万円、固定貸し回収 190 万円などが行われた（同
上）。
（113） 満州銀行 1,300 万円、正隆銀行 1,700 万円の特融を要請したが、受けることは出来なかった（前掲「満
州銀行整理案並ニ其後ノ経過」、『東京朝日新聞』1928 年 4 月 18 日、同 4月 19 日）。
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（120） 正隆銀行常務取締役高橋勇「当行及満州銀行合併問題ニ関スル件」1929 年 10 月 9 日（前掲『正隆銀行
の三行合併事情』）。
（121） 同上。
（122） 高橋勇「結城豊太郎宛書簡」1929 年 10 月 10 日（『同書』）。
（123） 「正隆満州両行合併ニ関スル満州銀行頭取村井啓太郎氏ノ意見」1929 年 11 月 9 日（『同書』）。
（124） 償却方法は、朝鮮銀行 1,880 万円の固定貸しうち、1千万円の放棄、500 万円を向う 10 年据え置き、利
子 1％に引下げ、東拓借入金 280 万円の向う 10 カ年据え置きと利子 1％引下げを骨子とするもので、朝鮮
銀行分については承諾済みであったが、東拓分については未交渉であった。（高橋勇「保善社業務部長宛
報告」特第 14 号、1930 年 1 月 14 日『同書』）。
（125） 同上。
（126） 高橋勇「満州銀行合併案ノ対策並当行業務改善ニ関スル件」1930 年 2 月 7 日（『同書』）。なお、これで
も約 500 万円の欠損が残るが、満銀も欠損は実質 2,000 万円（従って 500 万円の欠損残が生ずる）に達す
るから、欠損残高は等しくなる、と主張している。
（127） 正隆銀行『第 50 期営業報告書』1937 年下期。
（128） 前掲『安田保善社とその関係事業史』711 頁。
（129） 柴田善雅『前掲書』60 ～ 65 頁。
（130） 満州国財政部「満州興業銀行設立要綱案」1936 年 4 月 20 日（『昭和財政史資料』第 6号 67 冊 15）。
（131） 「満州興業銀行（仮称）設立要綱案」1936 年 6 月 7 日（『同書』）。作成者は不明であるが、大蔵省便箋
を使用している。
（132） 前掲『安田保善社とその関係事業史』713 頁。
（133） 『満州日日新聞』1936 年 12 月 15 日。
（134） 以上は、『中外商業新報』1936 年 11 月 23 日による。
（135） 安田善次郎『富の礎』昭文堂、1911 年。ただし、引用は間宏編『財界人思想全集 財界人の労働観』5、
ダイヤモンド社、1970 年、56 頁による。
（136） これらの点については由井常彦『前掲書』31 ～ 37 頁、同『安田善次郎』ミネルヴァ書房、2010 年、40
～ 51 頁参照。
（137） 前掲「特別追遠会講演」11 頁。





（142） 「浜田勇三談話録」1957 年 11 月、ただし、引用は『安田保善社史稿本』2343 頁による。
（143） この点、前掲『安田善次郎全伝』に詳しい。
（144） 安念精一「安念談話録」1963 年 4 月、による。
